
参考資料１ 教師のための研修の内容（第２章関係） 

 

子供対象自殺予防教育の実施に向けて（教師のための研修の内容） 

  
学校において子供を直接対象とした自殺予防教育導入に向けての合意形成を行うためには，まず教

師を対象とした研修の実施が望まれます。これまで文部科学省が発行してきた冊子，「教師が知ってお

きたい子どもの自殺予防」（文部科学省，2009）や「子どもの自殺が起きたときの緊急対応の手引き」

（文部科学省，2010）などをテキストとして活用してください。ここでは，これらの内容も含めて，

我が国の自殺の実態，子供を直接対象とした自殺予防教育の必要性や内容等を概説します。 
 
 

１．自殺の実態 

（１）日本の自殺の実態 

１）自殺者数の推移  

図１は，平成 26 年版の自殺対策白書（内閣府，2014）から引用した 1978 年以降の年間自殺者数

の推移です。1998 年以降年間 3 万人を超えていた自殺者数が 2012 年にようやく 2 万人台になったと

はいえ，まだまだ厳しい状況にあることには変わりありません。 
 
図１ 自殺者数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
２）自殺死亡率1の国際比較 

また，世界的に見た場合，G８（主要国首脳会 議参加国 8 国）の自殺死亡率を比較した WHO の

データ（平成 26 年版自殺対策白書所収）によれば，日本は全体及び男性ではロシアに次いで第 2 位，

女性では第１位と極めて深刻な実態にあることがわかります（図２）。 
 
 
 
 

                                                   
1 自殺死亡率とは，人口 10 万人当たりの自殺者数である。 
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３）年齢別死因から見た自殺 

 表１は，平成 24 年中に亡くなった 10 代から 30
代の人たちの死因を第 1 位から第 3 位まで示したも

のです。自殺は 10～14 歳において第 3 位，15~19
歳以降では第 1 位になっています。 
 
 
 
４）年齢階級別の自殺死亡率の推移 

 図 3 は，平成元年

以降の年齢階級別の

自殺死亡率の推移を

示したもの（平成 26
年版自殺対策白書所

収）です。 
 高い自殺死亡率を

示していた 40 歳代

以降の自殺死亡率は

平成 16 年以降低下

してきているのに対

して，20 歳代，30
歳代は，平成 24 年

に低下したものの，

それまでは緩やかな

上昇傾向にあったこ

とがわかります。また，19 歳以下については，全体としては低いものの横ばい，若しくはわずかな上

昇傾向にあることがわかります。 
 
 

年齢 第1位 第2位 第3位
10～14 悪性新生物 不慮の事故 自殺

15～19 自殺 不慮の事故 悪性新生物

20～24 自殺 不慮の事故 悪性新生物

25～29 自殺 不慮の事故 悪性新生物
30～34 自殺 悪性新生物 不慮の事故

35～39 自殺 悪性新生物 心疾患
（厚生労働省大臣官房統計情報部　2013　平

成24年人口動態統計から作表）

表1　10代～30代の死因上位3項目

図３ 年齢階級別の自殺死亡率の推移 

表１ 10 代～30 代の死因上位 3 項目 

図２ 主要国の自殺死亡率 
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（２） 子供の自殺の実態 

１）中高生の自殺者数の推移 

図 4 は，中・高校生の自殺者数及び，自殺死亡率の推移を示したものです。概ね年間 300 人前後で

ほぼ横ばいで推移していますが，中高生の数が減っている分，自殺死亡率は 1990 年代初頭から上が

り続けています。 

 
２）中・高生の自殺原因・動機 

 表 2 は，中・高生の自殺原因・動機の年次推移です。遺書等の自殺を裏付ける資料によって明らか

に推定できる原因・動機

を計上した警察庁の資料

によるものです。（なお，

原因・動機については，

自殺者１人当たり 3 つま

で計上可能となってい

る。） 
 学校問題，健康問題，

家庭問題の順になってい

ます。学校問題の過去 7
年間の平均は全体の

39.3%，その中で，入試

問題・進路問題と学業不

振が多く，両者を併せる

と全体の 20％以上とな

っています。いじめは，

子供の自殺と直結して語

図４ 中・高生の自殺者数と自殺死亡率の推移 

表２ 中・高生の原因・動機別自殺者数 
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られることが多いのに反して，過去 6 年間にわたって 3 件から 11 件で，平均すると全体の 2％弱とな

っています。       
もっとも，これは後日遺書や遺族からの聴き取りなどを通して推定されたものであり，これらは生

物学的要因，性格傾向，精神疾患，ストレス，他者の死の影響など，複合的な要因（準備状態に関わ

るものと，直接のきっかけ要因に関する者）の中の一つにすぎない可能性も十分理解し，軽々に決め

つけないことが何よりも重要となります。 
 
（３）我が国の自殺対策 

 先に示した自殺の深刻な実態を受けて，我が国では平成 18 年に自殺対策基本法が制定され，平成

19 年には自殺対策基本法に基づき政府が推進すべき自殺対策の指針である「自殺総合対策大綱」が策

定されました。この大綱に基づいて，国，地方公共団体を初め，自殺防止に取り組む民間団体等と密

接な連携を図りながら，国を挙げての自殺対策が推進されていきました。文部科学省も，平成 18 年 8
月より「児童生徒の自殺予防に向けた取組に関する検討会」，平成 20 年 3 月より「児童生徒の自殺予

防に関する調査研究協力者会議」を設置し，「教師が知っておきたい子どもの自殺予防」１（平成 21
年 3 月），「子どもの自殺が起きたときの緊急対応の手引き」２（平成 22 年 3 月）を発行するなどして，

児童生徒の自殺予防のための施策を進めてきています。 
 平成 24 年 8 月には，それまでの自殺対策の成果と課題を踏まえて，自殺総合対策大綱の大幅な見

直し３がなされました。自殺を「追い込まれた末の死」と位置づけ，基本的な考え方として「国民一

人ひとりが自殺予防の主役となるよう取り組む」ことを掲げるとともに，昨今の自殺の実態を受けて

若年層への取組の必要性・重要性が大きく記述され，当面の重点施策として，「児童生徒が命の大切さ

を実感できる教育や生活上の困難・ストレスに直面したときの対処方法を身に付けさせるための教育

を推進する」ことがうたわれています。 
 
 
２．自殺予防の三段階 

 自殺予防は，すべての人を対象とした予防活動（Prevention：プリベンション），現在危機的な状

況にある人を対象にした危機対応（Intervention：インターベンション），不幸にも自殺が起きてしま

った後に次なる自殺を起こさないための事後対応（Postvention：ポストベンション）といった三段階

で考えることができます４。 
  いずれも自殺を防ぐために重要であることは言うまでもありませんが，遭遇する頻度と緊急度の高

さから，学校における対応ニーズの高さと言う点では，現在危機的な状況にある人への対応（インタ

ーベンション），自殺が起きてしまった後の対応（ポストベンション），すべての人を対象とした予防

活動（プリベンション）の順となるでしょう。 
 そのような意味もあって，これまで文部科学省「児童生徒の予防に関する調査研究協力者会議」で

は，現在危機的な状況にある人への対応については，「教師が知っておきたい子どもの自殺予防」ⅰ（児

童生徒の自殺予防に関する調査研究協力者会議 2009）の第 2 章，第 6 章で，自殺が起きてしまった

後の対応については，「教師が知っておきたい子どもの自殺予防」（児童生徒の自殺予防に関する調査

研究協力者会議 2009）第 5 章と「子どもの自殺が起こったときの緊急対応の手引き」ⅱ（児童生徒

の自殺予防に関する調査研究協力者会議 2010）で取り扱ってきました。  
 プリベンションとしてすべての人を対象とした自殺予防教育を行うことは，対象者それぞれの自殺

予防にとどまらず，彼らが身近な人の危機に気付き，関わり，必要な援助につなぐ援助者としての役
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割を果たすことをも目指しており，自殺に限らず様々な問題の早期発見・解決を目指すねらいを持つ

取組でもあります。 
 
３．子供を直接対象とした自殺予防教育の必要性 

（１）若年層の自殺の深刻な実態 

 先に示したように，中高年を初めとして自殺者全体は減少傾向に転じている中で，若年層の自殺死

亡率は上昇傾向にあります。見直し後の自殺総合対策大綱にもあるように，児童生徒を初めとした若

年層に直接働きかける自殺予防策の強化が求められています。 
 

（２）すべての子供を対象に自殺予防教育を行う意味 

１）生涯を通じたメンタルヘルスの基礎作りという視点 

 とはいうものの，未成年の自殺死亡率は 3，4 程度であり，低下したとはいえ 30 近い 50 歳代の人々

とは格段の差があります。依然として自殺対策の中心は，中高年に置くべきであるとの議論も成り立

つでしょう。しかしながら，もっとも援助要請が難しいとされる中高年男性も初めから中高年だった

わけではありません，もし彼らが子供時代に自殺予防教育を受けて，自殺についての正しい知識と人

生において困難に直面した場合の対処スキルを身に付け，地域の援助機関についての情報を持ってい

たとしたら，危機に遭遇した際に一人で抱え込まず，他者に援助を求めるという対処を行える可能性

が高かったのではないでしょうか？ 
このように，子供対象の自殺予防教育は，彼らの現在の自殺予防にとどまらず，生涯を通じてのメ

ンタルヘルスの基礎づくりと言う視点からも重要な意味を持っています。 
 
２）友人の危機に適切に対処できる「ゲートキーパー」養成という視点 

 一方で，思春期になると子供は悩みを抱えても相談することは非常に少なく，相談したとしてもそ

の相手は圧倒的に友人であると言われています。ある調査によれば，友人から死にたいと打ち明けら

れた生徒は 2 割にも上っています。５さらに，自殺を考えるほど追いつめられている場合には，周囲

の人とのつながりを実感しにくくなっており，また自分の存在が周囲の迷惑となっていると感じてい

ることが多いため，友人にすら「死にたい気持ち」を打ち明けないことが少なくありません。そのよ

うな場合でも，教師や保護者など大人の前ではできるだけ平静を装って心配をかけまいとする一方で，

友人の前では比較的ありのままの姿を見せることが多いと考えられることから，子供が友人の危機に

最初に気付く可能性が高いということができます。 
そのようなことから，子供を直接対象として自殺予防教育を行うことは，子供が悩んでいる友人に

気付き，声をかけ，話を聴いて必要な支援につなぐという，ゲートキーパーとしての役割を果たせる

よう養成するという意味も持っています。このことは，彼らが将来，身近な人の危機に気付いた際に

も役に立つはずで，自殺総合対策大綱の「国民一人一人が自殺予防の主役となるよう取り組む」こと

にもつながると考えられます。 

 
３）自殺に関する誤った情報・不適切な情報や思い込みから子供を守ると言う意味 

 既に述べてきたように子供の自殺は深刻な実態にあり，また「死にたいと考えたことがある」子供

の数は小学校高学年から増え，中・高校生では２割前後に達するという報告もある６など，子供にと

っても自殺は縁遠い話ではありません。とはいえ，大半の子供たちは元気に学校生活を送っており，

他に多く学ぶべきことがある中で，果たしてこのような特に問題を抱えていない子供も含めてすべて
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の子供を対象とした自殺予防教育が必要であるかについて，疑問視する声があります。自殺に触れる

ことで「寝た子を起こす」不安が依然として強いのも事実だと思われます。 
 しかしながら，今日子供は様々なメディアを通じて，自殺に限らず世界中の悲惨な出来事のニュー

スにさらされている実態があります。学校においてすべての子供を対象に自殺予防教育を行い，自殺

の実態や自殺に関する正しい知識を提供することは，1)～2）に加え，子供を誤った情報，思い込みか

ら守るという意味もあります。 
 
４．子供を直接対象とした自殺予防教育の目標（第 3 章参照） 

 子供を直接対象とした自殺予防教育の目標としては，早期の問題認識（心の健康）と援助希求的態

度の育成が挙げられます。その具体的展開例として，第 3 章では以下の 4 つの内容に即したプログラ

ムを示しました。 
 

（１）自殺の深刻な実態を知る 

自殺者数の推移，世界の自殺者数，青少年の自殺者数等の自殺に関する事実と，自殺についての正 
しい知識を提供します。ここでは，価値観を交えず，事実をありのままに伝えることで，子供が自殺

の深刻な実態を知るとともに，「死にたいとほのめかす人は死なない」といったような自殺に関して世

の中に流布している誤解（神話）を解消します。  
 

（２）心の危機のサインを理解する 

最初の大切な予防のステップは，心の危機のサインを知ることです。 
心の危機のサインとは，うつ状態や自殺の兆候です。うつ状態については，気分や感情，思考や意

欲，身体に現れる症状を具体的に伝えるとともに，治療すれば治る疾患であることを強調します。心

の危機のサインとして，不安やイライラ，死のほのめかし，行動や性格，身なりの突然の変化，大切

な人の最近の死，家出などを挙げ，理解を求めます。 
 
（３）心の危機に陥った自分自身や友人への関わり方を学ぶ 

 生涯を通したメンタルヘルスの基礎つくりとして，誰もが人生において心の危機に遭遇する可能性

があること，その際他者に援助を求めることは有効・重要な対処法であることを伝えます。 
 心の危機に陥った際に，信頼できる人に話すことや安心できる環境で休息を取ることの重要性を確

認します。うつ状態については，場合によっては薬物治療が効果を発揮することについて伝えること

で，医療機関受診への抵抗感を少なくすることも重要です。 
 また，友達の危機について，気付き，よりそい，受けとめて，信頼できる大人につなぐことの重要

性について理解を求め，ロールプレイなどを通して体験的に学ぶ機会を提供します。 
 

（４）地域の援助機関を知る 

 学校以外の地域の援助機関について，電話番号，これらが記載されたリーフレットやカードを配布

するなどして具体的に伝えます。生徒の有志が援助機関を訪問してインタビューした結果を持ち寄る

ことができるとより効果的な学びとなります。 
 
 

 



参考資料１ 教師のための研修の内容（第２章関係） 

５ 子供を直接対象とした自殺予防教育の進め方（第 2 章，第 4 章参照） 

（１）学校内での実施体制の構築 

子供を直接対象とした自殺予防教育を進めるには，学校内の実施体制の構築が必要です。 
 

１）校内実施組織 

  既存の教育相談，生徒指導，人権教育等の組織を活用し，管理職，各学年の担当教員，教育相談，

生徒指導，人権教育等の担当教員，養護教諭，スクールカウンセラー等で構成されるこの組織が中

心になって，教員研修を実施して学校全体での合意形成を行うとともに，具体的なプログラム内容

を検討したり，実施計画を立てたりします。 
 

２）役割分担 

 実際の授業実施は，校内実施組織での検討を経て学年単位で具体化し，子供の最も身近な存在で

ある担任主体になされることが望ましいと思われます。担任が無理なく取り組めるための，共通し

た指導案・教材の準備，養護教諭，スクールカウンセラー等校内メンタルヘルスの専門家のサポー

トは不可欠になります。 
 

（２）関係機関との連携 

 １）日頃からの協力関係 

  学校は子供の健全な成長発達を支援するために，日頃から必要に応じて地域の関係機関との協力

関係を築いています。特に直接自殺予防教育とのかかわりが深い，小児科，精神科・心療内科等の

医療機関，保健所，精神保健福祉センター，児童相談所等の行政機関との協力関係は重要となりま

す。 
 

 ２）子供を直接対象とした自殺予防教育を実施する上での協力依頼 

  子供を直接対象とした自殺予防教育を実施するに際しては，以下の 3 点について地域の関係機関

に協力を依頼し，可能な限り連携が取れることが望ましいと思われます。 
  ①地域の援助資源リストへの掲載に関する依頼：子供に配布するリーフレットやカードに地域の

援助資源の連絡先等を記載することについてあらかじめ依頼し，了解を得ます 
②ハイリスクの子供のフォローアップに関する依頼：プログラム実施後に，専門機関でのフォロ

ーが必要だと判断された子供を紹介する可能性があることを，あらかじめ伝え協力を依頼します。 
③ゲスト講師としての協力依頼：地域の関係機関のスタッフが，子供対象の自殺予防教育にゲス

ト講師として来校し，校内スタッフとともに授業を実施することができるよう依頼します。 
 

（３）スクリーニング，授業実施，フォローアップ（第 4章参照） 

 １）学級レベル，個人レベルのアセスメントとその結果に基づく配慮 

  授業実施の前には，学級担任がスクールカウンセラー等と相談しながら学級集団や個人の状態を

確認し，その結果に基づいて事前の学級単位の活動や当該生徒の授業への参加の仕方を検討するな

どします。身近な対象の死を経験している子供，日頃から不安定な子供，学級内で孤立している子

供などが配慮の対象となります。 
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 ２）授業実施 

  授業実施時には，担任と養護教諭，スクールカウンセラーなどとがティームティーチングの形で

役割を分担するとともに，可能な限り他の教師も教室に入り，子供の様子に留意し，必要に応じて

声掛けなどを行うことで，安全に進めることが可能になります。 
 ３）フォローアップ 

  授業実施後は，事後アンケート等で授業への反応や，うつの兆候などをチェックし，心配がある

子供については，担任による面談を経て，スクールカウセラーの面接を行い，医療機関でのフォロ

ーアップが必要だと判断される場合には保護者にその旨伝えて理解を求め，地域の医療機関への受

診を勧めます。 
   
６ むすび 

 子供に誰もが危機に陥る可能性とその際に他者に援助を求めることの重要性を伝えることは，自

殺に限らず，いじめ，薬物乱用，暴力など他のリスク行動を防ぐためにも欠かせないメッセージで

あり，先にも述べたように，悩みや困りごとの相談への敷居を下げることで，既存の援助システム

の有効性を高めることにもつながるでしょう。さらに，授業実施前・授業実施後の取り組みを通し

て，教師相互，教師とスクールカウンセラーとのチーム体制が強化されることも期待されます。そ

うすることで，自殺のリスクに限らず，種々の学校不適応が早期に発見され，対処されることにつ

ながると考えられます。 
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